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最近の判例から 盧－土壌汚染の説明義務－

（岡山地判　平23・５・31 ウエストロ－・ジャパン） 金子 寛司

最近の判例から 

分譲地の安全性・快適性に関する情報の説明義務を怠
ったとして、売主の不法行為責任が認められた事例

売主業者との間で土地売買契約及び建物請

負契約を締結した買主が、当該土地に土壌汚

染があったとして損害賠償を求めた事案にお

いて、売主が当該土地を販売したことが不法

行為にあたることはないが、売主は、安全性、

快適性に関する情報の説明義務を怠ったとい

えるから、同義務違反の不法行為該当性が認

められるとして、売買及び工事代金の５割相

当の損害が認められた事例（岡山地裁　平成

23年５月31日判決　ウエストロ－・ジャパ

ン）

１　事案の概要

Ｘは、平成２年８月、旅客・貨物の運送業

及び不動産の所有、売買、賃貸仲介等を業務

とするＹから、代金910万円余で土地を買い

受け、同日、Ｙとの間で工事代金を1,589万

円余とする建物建築の請負契約を締結して、

平成３年５月、建物への入居を開始した。

Ｙは、昭和50年ころから、廃白土（食用油

会社の油の処理工程で使用する活性白土に油

分が吸着したもの）を原料として、石けんや

ペンキの元となる油を生成していた株式会社

Ａ工業の工場北側の土地を造成して団地を形

成し、同年９月からその土地建物の販売を開

始した。当時、Ａ工業の工場の近隣住民は、

Ａ工業が産業廃棄物処理業を開始したことに

よる悪臭、工場内の廃白土、汚泥、水質汚濁

等の環境悪化を問題視しており、Ｂ団地の住

民もＹに苦情を寄せていた。

Ｙは、Ａ工業に悪臭等についての改善を要

求し、県や市の公害課も行政指導を繰り返し

たが対策は講じられなかった。Ｙは、昭和57

年、調停の申立てを行い、「Ａ工業は操業を

停止し、土地上の廃白土、油脂付着物等を除

去して明け渡す、Ｙは、Ａ工業に対して、建

物除却費用及び移転費用等を支払い、工場跡

地を購入する」等の内容でＡ工業と和解した。

Ｙは、昭和59年２月ころ、消臭工事等の悪

臭対策を講じ、昭和62年から63年ころ、３期

にわたって工場跡地を宅地造成し、順次分譲

した（以下Ａ工業の工場跡地で分譲された土

地全体を「本件分譲地」という。）。

Ｘは、第３期の分譲の際に土地を購入した

が、平成16年７月、市による本件分譲地内の

上下水道の給水管の取替工事が実施された

際、油分を大量に含んだ悪臭を放つ黒い汚泥

が発見された。平成16年９月、Ｙの依頼によ

り本件分譲地内３か所のボーリング調査及び

土壌分析が行われたところ、土壌汚染対策法

に基づく土壌溶出量基準を超えたトリクロロ

エチレン、ベンゼン、シス－１、２－ジクロ

ロエチレン、油分等が検出され、同月28日、

本件分譲地に居住する住民は、本件分譲地の

実態や汚染の原因について説明を受けた。

Ｘは、平成19年８月31日、Ｙは宅地造成す

べきでなかったのに宅地造成して販売した、

売主として本件分譲地の履歴等を説明すべき

であったのにしなかったなどとして、Ｙに対

して、不法行為に基づく損害として、土地建



物取得費、慰謝料及び弁護士費用の合計

5,889万円余の支払いを求めて提訴した。

２　判決の要旨

裁判所は、以下のように判示し、Ｘの請求

を一部認容した。

盧 Ｙは、本件分譲地中に廃白土、汚泥、ひ

いてはベンゼン、トリクロロエチレン及び油

分が存在する可能性があるとの疑いを抱き得

るとまではいえようが、これを超えて、実際

に、同地中にいかなる物質が含まれているか、

また、その物質の有害性について、ＹがＡ工

業の操業実績等から直ちにこれを認識するこ

とができたということはできず、Ｙが本件分

譲地を販売したことが、Ｘに対する不法行為

にあたることはない。

盪 ＹがＸと契約を締結した際、Ｙは、自身

が本件分譲地を購入する以前、Ａ工業の工場

の操業が原因で生じる悪臭や水質汚濁等が問

題視されていたこと、同団地の住民から苦情

が寄せられていたこと、県や市の公害課が同

社に対し、再三にわたり行政指導を繰り返し

ていたが、それに従う対策は講じられなかっ

たこと、上記問題を解決するため、Ｙが本件

分譲地を購入するに至ったこと、本件分譲地

がＹに引き渡された際、同地には悪臭が残存

しており、同地の表面には灰色がかった土が

存在していたこと等について認識していたと

いうことができる。また、契約当時において

も、廃白土、ベンゼン、トリクロロエチレン

に関する規制自体は存在し、油臭による不快

感・違和感が生活に支障を生じさせうること

も一般的に認識されていたと考えられる。

そうだとすれば、Ｙとしては、安全性、快

適性に関するより詳細な情報を収集すべく調

査をした上で、その調査内容を説明するか、

このような調査をしない場合は、少なくとも、

認識していた上記の各事情のほか、同地中に

存在する可能性のある物質は、居住者の安全

を害し得るものであり、生活に不快感・違和

感を生じさせるものであることについて説明

すべき義務があったというべきである。Ｙに

は上記義務違反があり、同義務違反は不法行

為を構成するものである。

蘯 本件分譲地中の状況を考慮したところ、

本件土地建物は、損害に係る立証責任の所在

に鑑み、損害額を控え目に算定する見地から

しても、市場価格は近傍相場の50パーセント

になると認められるから、土地売買及び建物

工事代金の50パーセントに相当する1,250万

円は損害と認めることができる。一方で、健

康被害等を理由とする慰謝料については認め

ることができない。また、弁護士費用として

は120万円が妥当である。したがって、Ｘは

1,370万円の請求権を有することになる。（本

件では他に２名の原告がＹに対して同様の主

張で、合計１億6,900万円余の損害賠償を求

め、同旨により3,631万円余の支払いが認め

られている。）

３　まとめ

本件は、17年も前の売買契約について、売

主業者が土壌汚染についての説明義務を怠っ

たことによる不法行為責任が認められた事案

である。同様の事例として、接道についての

説明義務違反があったとして不法行為責任が

認められた事例（本誌83号126頁）などがあ

るが、調査説明義務等をめぐり、不動産業者

としてはいずれも留意すべき事案である。

なお、本件においてＹは、Ｘらは損害を知

ってから3年を超えて訴えを提起したのだか

ら不法行為に基づく請求権は時効で消滅した

と主張したが認められていない。

（調査研究部次長）
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